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概要 
フィッチ・レーティングス（フィッチ）は、日本債権回収株式会社（JCS）のアセッ

ト・バックト・スペシャルサービサー格付及び住宅ローン・スペシャルサービサー

格付を「ABSS2+(JPN)」、｢RSS2+(JPN)｣にそれぞれ据え置いた。この格付は、JCS の

幅広い顧客基盤などに支えられた堅調な業績、十分な業務経験を有し安定した経営

陣・管理職、親会社オリコから引き継がれた業務手法及び親会社の支援体制などの

強みを引き続き維持していることを反映したものである。 

JCS は、日本で最初にスペシャルサービサーとして営業許可を受けたサービサーの 1
社であり 1999 年 1 月に設立され、これまで安定的なサービシングを提供してきた。

同社は、信販業界大手の株式会社オリエントコーポレーション（オリコ）の連結対

象子会社であり、住宅ローンから、有担保・無担保の事業性融資債権、個人向けの

カード・クレジット債権まで取扱債権は多岐にわたる。2009 年 6 月までの累計取扱

金額は請求債権額ベースで、4 兆 4,143 億円、件数は 275,000 件に達している。 

JCS は前回格付レビュー（2008 年 11 月）以降、金融機関が有する住宅ローンの初期

延滞債権にかかる管理回収業務を積極的に受託するなど、受託業務を強化しており、

業務分野の拡大を図っている。また、内部統制室を中心にコンプライアンスの強化

も進めている。2009 年 12 月現在の役職員数は 354 名であり、営業・回収の拠点とし

て全国 8 ヶ所に支店を展開しているほか、2 ヶ所の専門センターを擁している。 

サービサー格付は、フィッチのレポート「日本のサービサー格付基準（2009 年 9 月

4 日）」の記載内容に基づき実施されている。上記レポートはフィッチのウェブサイ

トで公開されている（アドレスは日本語： www.fitchratings.co.jp 、英語 : 
www.fitchratings.com）。 

強み 
 幅広い顧客基盤などに支えられた着実な業績 

 経験豊富で安定した経営陣と管理職 

 親会社オリコから永年に亘り引き継がれた業務手法及び親会社の支援体制 

課題 
 コンプライアンスの確保に向けた内部統制レベルの強化 

 自社買取債権のサービシングにおける一層の効率化ならびに新規分野である受託

業務の確立 

課題を緩和する要因 
 内部統制室を中心にコンプライアンス改善策の徹底を図るためモニタリングなど

の対応を強化した。また、社内弁護士を常時雇用しており、コンプライアンスの

更なる向上を図っている。 

 2009 年 4 月にアライアンス推進部を設立し、金融機関との提携強化や回収受託

業務の獲得に注力している。 

格付 

住宅ローン・ 

スペシャルサービサー 
 

RSS2+（JPN）* 
アセットバックト・ 
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*日本のサービサーについての格付であること

を示す 
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会社概要 
JCS は 1999 年 1 月にオリコの 100％子会社として設立され、同年 4 月に法務省の許

可を得て営業を開始しており、許可を受けたサービサーとして 10 年超の業歴を有し

ている。親会社である信販業界大手のオリコは 1954 年に設立され、総合斡旋、個品

斡旋、キャッシング、信用保証などを主な業務としている。オリコは与信審査およ

び債権管理回収業務や、金融機関との連携による保証業務など、個人向け無担保金

融の様々な分野で長期に亘る実績を有している。 

JCS も、事業性・個人の無担保ローンおよび住宅ローンのスペシャル・サービシング

分野で業界内で確固とした地位を築いており、金融機関を中心に全国約 500 社の取

引先を有する。また、オリコが蓄積してきた証券化・流動化での実務経験やノウハ

ウを活用し、JCS は証券化商品のサービシングにおいて、スペシャルサービサーおよ

びバックアップサービサーとして順調に受託実績を伸ばしている。受託業務の拡大

を図るため、JCS は金融機関が保有する初期延滞債権管理回収業務の受託獲得に注力

しており、自社買取債権の管理回収に加えて新たな事業分野での収益拡大を視野に

入れている。 

1999 年 4 月の営業開始以来 2009 年 6 月までに、JCS は累計で 275,000 件、請求金額

にして 4 兆 4,143 億円（前年比 10％増）の債権を取り扱っている。現在のサービシ

ングポートフォリオの約 91％は JCS の買取債権、残り 9％は第三者からの受託債権

であり、買取債権と受託債権の比率は前年と同水準であった。 

前回格付レビュー以降の重要な組織変更として、以下の動きが挙げられる。 

 金融機関のニーズを捕捉して新規受託の拡大を図るため、2009 年 4 月にアラ

イアンス推進部を設立 

 支店の業務支援体制を整えるため、2009 年 4 月に業務統括チームおよびア

セット企画管理チームを統合し、新たに支店統括部を設立 

図表 1：取扱債権の内容 

  
請求債権額

（百万円） （%） 件数 （%）     

2009 年 6 月末現在累計 *1 4,414,339 100 275,033 100         

               

保有形態別              

自社買取債権 4,018,978 91 200,454 73         

受託債権 395,360 9 74,579 27         

合計 4,414,339 100 275,033 100     

参考：バックアップサービシング 2,878,769  6,804,300      

         

債権種類別     買取 受託 

         請求債権額 

（百万円） 件数 

請求債権額

（百万円） 件数

住宅ローン 644,294 14 88,206 32 441,586 47,242 202,708 40,964 

事業性債権 3,294,745 75 69,537 25 3,116,860 66,424 177,885 3,113 

クレジット等債権 80,430 2 66,813 24 65,662 36,311 14,767 30,502 

償却債権 *2 394,870 9 50,477 19 394,870 50,477 -  -  

合計 4,414,339 100 275,033 100 4,018,978 200,454 395,360 74,579 

*1: バックアップサービシングの債権を除く。  *2: 簿価が小さく、種類別の分類なし。 
出所：JCS 
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金融機関からの不良債権供給が低迷し、厳しい業務環境が継続する中で、JCS は、

サービサーとして収益を確保するため、数年前より受託業務獲得のための施策を進

めてきた。たとえば、初期延滞債権の管理回収業務の受託など、既存顧客との信頼

関係をベースにした新規業務について、実績が上がり始めている。JCS は、受託業務

をさらに強化すべく、組織的な体制を整えるとともに、システム面での対応も進め

ており、その効果ならびに業績への貢献についてフィッチは注目している。 

また JCS の経営陣は、親会社を含めて約 30 年の業界経験を有し、JCS の社長は代表

者として 10 年に亘るサービサーでの実績がある。経験豊富で安定した経営陣が引き

続き JCS の強みと言える。 

財務 

JCS の 2008 年 12 月期の営業収益は 69.1 億円(前期比 3％増、内買取債権回収益 62.3
億円) 、営業利益 15.2 億円（同 12％増）、当期純利益 6.2 億円（22％増）であった。

2009 年 6 月中間期においても、営業収益 36.6 億円、営業利益 10.6 億円、当期純利

益 4.6 億円を計上し、回収を取り巻く環境が厳しい中で JCS は堅調な業績を維持して

いる。 

JCS の 2008 年 12 月期の総資産は 168 億円で前年比 3％の減少となり、買取債権は

176 億円で同 0.4％減少した。2009 年 6 月中間期においても買取債権残高は 160 億円

に減少し、利益貢献度の高い比較的少額の債権の買取りを進めた結果が表れている。

なお JCS は買取債権について、保守的な会計基準(原価回収法)及び厳格な引当・償

却基準を適用している。2007 年 12 月期より貸倒/償却基準を改定し、基準の一層の

明確化を行った。また買取債権残高の減少に伴い、借入金についても返済が進み残

高が減少している。JCS の自己資本比率は 2009 年 6 月現在で 29％となっており、財

務の健全性が維持されている。 

債権買取のための資金調達は、毎年日本政策投資銀行とみずほコーポレート銀行

(フィッチ格付「A」/安定的/「F1」)を共同主幹事とするシンジケート･ローンによ

り調達が可能な体制が整えられている。2009 年 9 月には、8 の金融機関が参加し総

額 25 億円のシンジケート・ローンが組成された。組成金額は買取債権の小型化を反

映して前年比減少したが、JCS はオリコから十分な融資枠も確保しており、フィッチ

は当面の資金調達に問題はないと考えている。みずほフィナンシャルグループ

(フィッチ格付「A」/安定的/「F1」)の傘下にある親会社オリコの財務面や業務面で
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のバックアップが JCS の強みであるとフィッチは考えている。 

従業員 
2009 年 12 月現在の従業員数(常勤役員を含む)は 354 名で、前年より 28 名増加して

いる。うち、社員数は 251 名（前年より 35 名増、内オリコからの出向者 52 名）で

ある。主な従業員増加要因は業務量の増加に加え、従業員の年齢構成の変革を進め

るべく、オリコグループ外からも若手経験者の積極採用を行っている為である。 

現在、正社員の半数はオリコに 20 年以上在籍した人材で構成されており、その中で

も回収担当者は競売等の法的手続き、住宅ローン回収などの関連業務に幅広い経験

を有している。支店長を始めとする管理職も平均して約 30 年の業界経験を有してい

る。前回格付レビュー以降、管理職および回収担当者の離職はなく、安定した人員

体制を維持している。 

正社員のほか、パートタイマーと派遣社員は合わせて 91 名（前年 98 名）で、支店

やセンターで経理、総務、債権管理事務などの補助業務を中心に、一部回収業務も

行っている。JCS は債権管理回収業務の経験者を契約社員として雇用後、パフォーマ

ンスや適性等を見た上で正社員化を図っており、2009 年は正社員への登用を 14 名

（前年 7 名）に対し行っている。 

JCS では毎月各支店でテーマを決めて全員が参加する研修を行っている。テーマには、

業務に関連する法務、各種業務手続き、コンプライアンスなどが含まれるほか、各

支店が行う自店検査の結果も支店における研修のテーマに反映されている。また事

務推進指導部が、規定・マニュアルの徹底のために事務研修を年 3 回実施している。

社内研修にはテレビ会議方式も活用されている。社外研修はテーマ毎に関連の深い

部署の受講希望者が随時参加している。 

JCS が、親会社での業務経験を含めて実務経験の豊富な回収担当者および管理職を有

していることに加えて、主に支店における研修などを通じてその回収に関する豊富

な知識の共有を図っている点をフィッチは評価している。加えて、グループ外から

の若手の積極採用や正社員への登用により、世代交代が進展しつつあり、更なる競

争力の強化が図れると見ている。 

内部統制 
JCS は、リスク管理・コンプライアンス強化の必要性を強く認識しており、前回格付

レビュー以降、内部統制室、法務部、検査室の増員を行っている。JCS では、業務リ

スクに対応するため、経営会議、リスク管理委員会、デューデリジェンス委員会を

定期的に開催している。特に内部統制室が毎月主催するリスク管理委員会ではコン

プライアンス体制の強化を主眼とし、各部署のリスク評価を進めるなど社内横断的

なリスク管理活動を行ってきた。 

内部統制室（6 名）は 2008 年 2 月に設立されて以降、法務省検査の指摘点を社内規

定・マニュアルに反映させ、全ての支店で数回に渡る指導を通じ、その周知徹底を

図ってきた。さらに回収担当者と債務者の交渉内容について、法定帳簿である交渉

記録や会話録音データについて毎月サンプルチェックによりモニタリングを行って

いる。また、2009 年 10 月より個人情報保護についての業務管掌も行っており、2010
年 1 月にプライバシー・マーク更新の手続きを完了した。JCS の内部統制およびコン

プライアンスの向上のため、内部統制室の役割はますます重要なものとなっている。 

JCS の取締役弁護士は、主要な会議に出席し、日常業務においても特定金銭債権の審

査や訴訟案件のチェックなどで関与している。また同社の特色として、社内弁護士

が支店を訪問し、回収実務の法務面のアドバイスを行っている。JCS では、コンプラ

イアンスにおける社内弁護士の役割を重要視しており、2009 年 12 月現在 4 名の弁護
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士を社内弁護士として常時雇用している。 

JCS は包括的な社内規定・マニュアルを整えており、全従業員はそれらをオンライン

で閲覧できる。各種マニュアルの作成、管理は本社の事務推進指導部が担当してい

る。規定手続類については過去の通達類をベースに階層を整理して体系化している。

同部は支店訪問により、業務が規定・マニュアルに沿って行われているかチェッ

ク・指導を行っている。同部は適宜マニュアルの改訂を行い、新設・改訂された規

定・マニュアルは支店宛に通達として発信され、その重要度に応じてテレビ会議シ

ステムで説明、勉強会を開催、または通達回覧される。 

JCS の内部監査については、検査室の経験豊かな 4 名の専任検査員が、本社部門と全

支店に定例立入検査を年 1 回行い、その結果に応じてフォローアップ検査も行って

いる。年次定例検査は、4～5 日をかけて業務の細部にわたり行われる。検査結果は

最終日にテレビ会議を通じて通知され、その後役員・全部長宛に回覧されるととも

に、部長会にも報告される。指摘事項については、検査後 1 ヶ月を目処に改善報告

が求められ、検査室および内部統制室が経過をフォローしている。検査室はまた特

定の監査項目について監査を行うテーマ検査も行っており、2009 年は回収交渉の状

況および法定帳簿の記録実態について書面によるチェックを行った。その他、親会

社であるオリコからの内部監査も 2009 年 7 月に初めて実施された。 

更に、各支店には自店検査制度が導入されており、年間 2 回行われている。1 回は指

摘事項に対する改善状況をチェックする目的も含め、検査室による定例検査実施後

3 ヶ月以内に行われる。検査項目や方法等について詳細な手引きが作成されており、

それに従って各支店長が実施、結果を検査室に報告している。自店検査項目は、定

例検査の内容と重複する構成にしており、従業員の意識を高めている。 

法務省検査については、直近では 2008 年 9 月に 2007 年定例検査のフォローアップ

検査が行われた。JCS は、提出した改善報告書どおり査定シート書式の改定などを

行っており、検査の指摘事項については概ね改善が進んでいる。また 2009 年 2 月に

実施された監査法人による財務諸表監査においても特段の指摘事項はなかった。 

前回以降 JCS は内部統制室の業務や役割を拡大し、法務省検査に対する改善に向け

ての対応のみならず回収活動のモニタリングや個人情報保護対応を加えるなど、内

部統制およびコンプライアンスにおける統制機能を内部統制室に集中させた。これ

ら一連の動きにより、JCS の内部統制およびコンプライアンスの態勢は大きく改善し

たものとフィッチはみており、今後の内部監査および外部監査の結果について注目

して行く。 

システム 
JCS ではシステム企画部が企画・設計・開発・保守・管理業務を行っている。前回の

レビュー以降、同部の人員が 2 名増員されて 11 名となったほかは、システム企画開

発、運用管理の体制に変更はない。また、システムの保守（一部常駐を含む）や開

発、カスタマイズについては部分的に大手ベンダーを含む 5 社に、外部委託してい

る。 

JCS は、基幹システムとして現在複数のサービサーで利用されている債権回収管理シ

ステム「トータルコレクションシステム（TCS）」を利用している。また、これを補

完する周辺システムを構築している。JCS では、前回格付レビュー以降、債権証書返

還遅延防止機能、領収書シミュレーション機能などを TCS に追加しミス発生防止機

能を強化したほか、法的手続きの進捗管理を強化する改善を行った。また、初期遅

延債権管理業務などの分野で、業務効率化を推進するための改善を行った。その他

債権証書や法定帳簿の管理手法の改善のため、システムにおける登録項目を増やし
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た。 

また、社内横断的にワーキングチームを作り、各部・支店から提出を受けたシステ

ム改善要望について、開発優先順位を決め、20 数項目を優先開発案件として開発に

着手している。業務面では、査定シートの TCS との連動化、再分割契約管理機能の

強化などに取り組んでおり、またセキュリティー面の強化も開発中である。 

サーバー別の使用状況は、日次のアラートレポートで管理され、現在 JCS の主要シ

ステム(TCS および周辺システム)は全て容量の 50％以下で稼動している。 

JCS のシステムバックアップ体制は前回レビュー以降変更ない。現在、本社サーバー

のバックアップデータは本社の耐火金庫に保存するとともに、毎日 2 回（データ分

とアプリケーション）に分けて東北支店内のバックアップサーバーに伝送・保存さ

れている。更に、週次のバックアップデータは銀行の貸金庫内に保存することとし

ている。その他、月次データや、各支店のファイルサーバーのデータ等も耐火金庫

に保存している。災害発生等で本社メーンサーバーがダウンした際、東北支店バッ

クアップ・センターを使用して、24 時間以内にシステムの再立ち上げを行うため、

2004 年に｢災害復旧マニュアル｣を作成し全支店に配布した。直近の復旧テストは

2008 年 5 月に東北支店バックアップ・センターで行われ、約 6 時間で、稼動準備が

完了することを確認した。フィッチでは、今後も、定期的な復旧テストの実施を期

待している。  

前回以降進められたミス防止機能の強化や登録項目の増加などの機能追加による債

権管理回収業務における効率性と正確性への影響をフィッチは注目している。 

債権管理 
債権管理の手法については、JCS の全支店に 1 名以上配置されたオペレーションマ

ネージャーが、内部事務部門のヘッドとして、全債権管理プロセス（取扱債権の審

査、債権受入、データ登録、原因証書保管、入金処理）について責任を負うことと

なっている。内部統制室は、支店においても法規制や社内規定に即した内部事務を

徹底するために、オペレーションマネージャーの教育・指導を重点的に実施してい

る。オペレーションマネージャーは年 2 回の会議を通じて、実務面での不備やコン

プライアンス上の課題に関する情報を共有している。また支店統括部が 2009 年 4 月

に設立され、当社は支店での債権管理・回収業務についてサポート体制とチェック

体制を強化した。 

JCS の以下の債権管理プロセスに大きな変更はないが、取扱債権の審査などの重要な

業務プロセスについては、プロセス改善後の定着度について定期的なフォロー点検

の実施が重要であるとフィッチは考えている。 

新規債権受入作業 
JCS は支店において個別債権毎に資料を確認の上、査定シートに特定金銭債権種別を

記入しており、正確な審査を期している。電子媒体で受領した債務者属性情報など

のデータについては、自社フォーマットにコピーし、それ以外は支店で手入力の上、

データの突合を行う。その後、そのデータは一括してシステム企画部でデータ授受

システム（DES）への登録が行われる。査定シートと TCS の連動化については、現在

システムを開発中であり、2010 年度中の運用開始予定である。 

会計・資金管理 
JCS は、受託債権についての入金口座は自社買取分の入金口座と別に開設しており、

要請があれば委託者別の口座も開設している。債務者は原則として指定口座に直接

振込にて支払いを行う。各口座の残高はオンラインで確認できる。 
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日々の入金は、入金処理担当者が顧客名・契約番号で判明処理を行い、回収担当者

の確認・特定を経て、入金登録担当者によって入金内訳に基づいたシステム登録が

なされる。経理部は日次で各支店の勘定データを集め、これを預金元帳と突合する。

JCS は 2006 年から入金の日次照合システムを導入しており、月次決算は翌月の 10 営

業日までには完結している。 

受託債権に関しては、サービシング契約において特定された費用の支払が発生する

ような回収行為については、予め委託者に文書で申請し承認を得る取り扱いとして

いる。 

委託者向けレポーティング・送金 
JCS では委託者個別のニーズに応じて様々なレポートを作成している。ほとんどの委

託者は半期ごとに各債務者の状況報告を要求しているが、債務者情報の変更につい

ては月次で報告している。またクライアントの要望に応じてより詳細なレポートも

作成している。これらレポートの作成は、ほとんどが自動化されている。 

受託債権の精算管理はシステム化されており、各支店は指定された送金日の 3 営業

日前までに本社の担当部門に依頼書を送付、本社の担当部門では約定精算日に

ファームバンキングにより前月分の精算金を委託者宛送金している。 

債権回収 
JCS は回収部門である 8 つの支店および 2 つの専門センター（業務センター、サービ

シングセンター）で、2009 年 12 月現在合計 250 名の従業員を有している。事業性・

個人の無担保ローンと住宅ローン（主に担保物件処分済み債権）との間で回収体制

に大きな差異はなく、基本的に各支店で延滞債権の債権回収を行っている。但し初

期延滞債権についてはサービシングセンター、24 ヶ月以上の長期延滞債権について

は業務センターが中心となって管理・回収を行っている。受託債権や正常債権は規

模の大きい南関東支店が主に取り扱っている。 

30 名以上の回収担当者が所属する関東・南関東支店ではチームリーダー制を導入し、

1 責任者が 4 名程度を管理している。担当者ごとの目標設定や回収実績のモニタリン

グ、業務量の調整などは各チームの責任者が行っており、日々の回収活動に関する

記録はシステムから容易に作成可能である。 

また債務者交渉に関するモニタリングについては、JCS は 2008 年 12 月に支店および

サービシングセンターにおいて、外線通話の全件録音を開始した。内部統制室が支

店の債務者交渉における行為規制違反や債務者交渉記録のチェックのために、録音

データをサンプルチェックするなど、録音データの有効活用を開始している。内部

統制室はまた、請求文書発送の頻度や債権証書返還状況、受取証書記載内容などに

ついても注意を払っている。 

なお回収担当者 1 人当りの平均担当件数は、①無担保、個人クレジット案件 400～
500 件、②事業性債権・有担保住宅ローン 300～400 件、③住宅ローン(担保処分

後)300～400 件となっている。このうちアクティブな案件は約 30％で、フィッチは

管理可能な水準とみている。 

 JCS では、債務者との交渉の結果、分割弁済合意等により、定期入金化が見込まれ

るようになった債権は各支店の専門チームにおいて集約管理される。定期入金債権

は 2008 年末において約 8,500 件と前年比 9％増加し、年間回収額も 22 億円に達して

いる。入金状況の管理や、未入金に対する督促業務はパート社員を中心に行ってい

る。また、JCS では 2006 年以降、24 ヶ月以上の長期未収債権の管理を業務センター

に集中しており、債務者特性に着目して回収交渉を行う専門スタッフが対応するこ

とにより、一定の回収実績を上げるとともに、一方で、基準に即した償却・引当事
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務を効率的に行っている。 

 JCS では、2009 年からビジネスプランの見直しを全案件について毎月支店において

実施しており、必要に応じて現実的な回収方針を決定している。その後、回収条件

の決定や回収手続きにかかる意思決定の際には、新設された支店統括部が支店のサ

ポート機能を果たすこととなった。 

なおフィッチでは JCS の買取債権について、買取時期別の回収率を検証している。

JCS は概ね 2 年で簿価 100％程度を回収することを目標としているが、回収を取り巻

く環境が厳しい中でもこの目標はほぼ達成されており、フィッチは JCS の回収率が

安定的であり、堅調に推移していることを今回のレビューで確認した。 

JCS における回収手法別の回収状況は、2008 年までの累計金額ベースで見ると、債

務者または保証人等による任意弁済が 50％以上を占めており、2007 年までと大きな

変化はない。これは、当社の取扱債権には、無担保個人クレジット、担保処分後の

住宅ローン、無剰余の有担保事業性債権等が多く含まれており、担保物件処分が回

収に占める比重は大きくない点はあるが、JCS の回収方針として、可能な限り債務者

等との交渉を通じて合意のもとに回収するとの姿勢が現れたものである。JCS は、競

売や法的手続きによる回収実績も豊富であり、オリコから導入した回収ノウハウが

活用されている。また社内弁護士を常時雇用（2009 年 12 月現在 4 名）しており、法

的手続きを含む回収手続きの交渉・実行においても、コンプライアンスの徹底およ

び効率化を図っている。 

なお、JCS の取り扱う担保物件は全国に広

く分散しており、その地域分散について

は前年から大きな変化はない。同社では

支店において、確実に担保物件を管理す

る体制を整えている。 

JCS は 2009 年 4 月に、支店統括部が新設

され支店業務に対するサポートおよび指

導の体制が強化された。また、コンプラ

イアンスについて本部の支店指導が強化

されている。JCS のサービシング業務にお

ける支店の比重は大きく、フィッチは支

店における業務面についても注目してい

く。 

また債務者交渉記録のモニタリングを強化し、また他社では稀な社内弁護士も増員

するなど、JCS は回収行為におけるコンプライアンスを一層重視しているものと

フィッチは見ており、その効果についても注視していく。 

図表 3：回収手法別回収状況 

（2000 年度から 2008 年度までの累計） 

 回収額 （百万円） （%） 入金件数 （%） 

任意弁済 *1 45,621 56 743,393 95 

任意売却 15,483 19 4,886 1 

競売 12,123 15 3,079 0 

その他 *2 8,215 10 31,612 4 

合計 81,442 100 782,970 100 

*1: 債務者、保証人、その他   *2: 強制執行、破産配当など 

出所：JCS 
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(2009年6月までの物件数による。買取債権のみ)

出所: JCS
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